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電気事業における温暖化対策について

１．２００７年度のCO2排出量及びCO2排出原単位の実績

２．電気事業者における自主行動計画の概要

●電気事業連合会
目 標：２００８～２０１２年度における使用端CO2排出原単位を、１９９０年度実績から

平均で２０％程度低減。（０．３４kg-CO2/kWh程度）

●特定規模電気事業者（PPS）
目 標：２００８～２０１２年度平均の使用端CO2排出原単位を２００１年度実績から３％

低減。（０．５２kg-CO2/kWh程度）

一般電気事業者（電力会社）等
98.6%

特定規模電気事業者（ PPS ）
・シェア：1.4％ 販売電力量：153億kWh
・CO2排出量 ：0.07億トン （＋50万トン）
・CO2排出原単位：0.47kg-CO2/kWh（－0.02kg-CO2/kWh）

一般電気事業者
・シェア：約98％ 販売電力量：約9200億kWh
・CO2排出量 ：4.17億トン （＋5200万トン）
・CO2排出原単位：0.453kg-CO2/kWh（＋0.043kg-CO2/kWh）

PPS
1.4%

※（）内は2006年度比



○電力部門における２００７年度のCO2排出量は、柏崎刈羽原子力発電所の運転停止や渇水等の影
響により、２００６年に比べ5200万トン-CO2増加し、CO2排出原単位は0.043kg-CO2/kWhの増加
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電気事業連合会の目標達成状況と今後の取組

［目標］
20％程度低減
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【見通し】

9,200

＜目標達成に向けた取組＞
○安全確保と信頼回復を前提とした原子力の推進
○火力発電熱効率の更なる向上等
○国際的な取組（京都メカニズムクレジット（約１．９億トン-CO2分）の活用等）

出典：電気事業連合会の自主行動計画フォローアップ資料より抜粋
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電気事業連合会の長期的な温暖化対策

【再生可能エネルギーの拡大再生可能エネルギーの拡大】】

【【原子力の活用原子力の活用】】

原子力政策大綱の目標達成、原子力の新・増設等に全力を挙げて取組む

◇20202020年度までに原子力を中心とする非化石エネルギー比率年度までに原子力を中心とする非化石エネルギー比率 5050％を目指す％を目指す

【【電化推進・エネルギー消費の効率化に向けた取組電化推進・エネルギー消費の効率化に向けた取組】】

◇ＣＯＣＯ２冷媒ヒートポンプ給湯機（エコキュート）冷媒ヒートポンプ給湯機（エコキュート）

20202020年度で累計約年度で累計約1千万台の普及を目指す千万台の普及を目指す

◇電気自動車◇電気自動車

電力電力1010社で社で20202020年度までに電気自動車（ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車含む）約年度までに電気自動車（ﾌﾟﾗｸﾞｲﾝ・ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車含む）約1万台を万台を
業務用車輌として導入業務用車輌として導入

◇電力電力1010社で社で20202020年度までに全国約年度までに全国約3030地点で約地点で約1414万kWkWのメガソーラー発電所のメガソーラー発電所
を建設を建設

◇風力発電は、風力発電は、500500万kWkW程度まで、太陽光発電は、局所的な集中設置の場合など程度まで、太陽光発電は、局所的な集中設置の場合など
を除きを除き1,0001,000万kWkW程度まで、電力系統の安定性を損なうことなく受け入れ可能程度まで、電力系統の安定性を損なうことなく受け入れ可能

出典：電気事業連合会の自主行動計画フォローアップ資料より抜粋
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特定規模電気事業者の目標達成に向けた今後の取組み

現状の温暖化対策のままの場合、ＣＯ２排出原単位の見通しとしては0.58kg-CO2 /kWhとなるが

ＣＯ２排出原単位の更なる低減を図るための対策を講ずることで0.52kg-CO2 /kWhを目指す。

＜原単位低減のための更なる対策＞

●最新鋭高効率・環境負荷のより小さな火力の導入

自社関連の発電所の新規立地にあたっては、環境負荷のより小さく経済性にも優れた最
新鋭・高効率の大規模（約30万kW以上）な火力発電所の建設を推進。

●新エネルギーの利用

新規に建設する風力発電や木屑などのバイオマス発電からの調達を推進。RPS法の義務量
における目標値の引上げを踏まえつつ対応。

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

2001実績 2002～2007実績平均 2008～2012見通し 2008～2012追加対策後

高効率火力効果③

新エネ導入効果②

排出係数①
0.54 0.49

0.58
0.52

（0.54） （0.55）

（0.64）
更なる対策による削減効果

参考：特定規模電気事業者の自主行動計画フォローアップ資料
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2000 2001 2010
電力小売の部分自由化 ＰＰＳ事業本格開始

電力会社からの補完

（常時バックアップ等）

準備・建設期間

他社既設電源の余剰電力等
（石油焚、石炭焚等）

中規模ミドル電源
（都市ガス焚、ＬＮＧ焚等）

大規模ベース電源
（石炭焚等）

大規模ミドル電源
（ＬＮＧ焚等）

特定規模電気事業者の目標達成に向けた課題

＜PPSの電源ポートフォリオ構築イメージ＞ ＜一日の電力需給イメージ＞

０ ３ ６ ９ 1 2 1 5 1 8 2 1 2 4（時）

電力会社卸電力

石油等火力

卸電力等（市場取引）

LNG火力発電等需要曲線

ごみ発電、石炭焚火力等

ピーク
供給力

ミドル
供給力

ベース
供給力

出典：特定規模電気事業者の自主行動計画フォローアップ資料より抜粋


